第１章
計画策定の背景
（１）世界の動き

　　

国連は、女性差別の撤廃に向けて世界的規模で取り組むため、１９７５年（昭和５０年）を「国際婦人年」と定め、「平等・開発・平和」をテーマとした「国際婦人年世界会議」（第１回世界女性会議）をメキシコシティで開催し、女性の地位向上を図るためのガイドラインとなる「世界行動計画」を採択しました。

　　また、１９７６年（昭和５１年）から１９８５年（昭和６０年）を「国連婦人の１０年」とし、世界各国で女性の地位向上のための施策を重点的に取り組むこととしました。

　　１９７９年（昭和５４年）には、政治・経済・社会・文化等、あらゆる分野における女子差別をなくすために必要な措置を規定した「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約」（以下「女子差別撤廃条約」という。）を採択し、各国の取り組みはなお一層推進されることとなりました。
　　１９８０年（昭和５５年）の「コペンハーゲン会議」（第２回世界女性会議）に続き、１９８５年（昭和６０年）の「国連婦人の１０年ナイロビ会議」（第３回世界女性会議）において、西暦２０００年に向けての「婦人の地位向上のためのナイロビ将来戦略」を採択し、「国連婦人の１０年」を締めくくりました。

　　１９９５年（平成７年）北京で開催した「第４回世界女性会議」では、男女が対等なパートナーとなるための国際的な指針として「北京宣言」と「行動綱領」を採択しました。「行動綱領」では、２０００年（平成１２年）までの５年間に優先的に取り組むべき貧困・教育・健康など１２の分野における戦略目標を示しました。

　　２０００年（平成１２年）にニューヨークで開催した「女性２０００年会議」において、「行動綱領」の達成状況の検討・評価が行われるとともに、その完全実施に向けた「政治宣言」と「北京宣言及び行動綱領実施のための更なる行動とイニシアティブに関する文書」いわゆる「成果文書」を採択しました。

　　２００５年（平成１７年）北京において「北京＋１０」が開催され、「北京宣言」と「行動綱領」の再認識と各国政府にさらなる行動を求める「政治宣言」を採択したところです。
　　２０１０年（平成２２年）ニューヨークにおいて、「北京＋１５」が開催され、「北京宣言」と「行動綱領」の再認識し、実施に向けた国連やＮＧＯ等の貢献強化などの宣言を採択しました。
　　２０１２年（平成２４年）第５６回国連婦人の地位委員会において、東日本大震災の経験や教訓を各国と共有し、より女性に配慮した災害への取組みを促進することを目指して「自然災害におけるジェンダー平等と女性のエンパワーメント」決議が採択されました。


（２）国及び福島県の動き

　　

政府は、「国際婦人年世界会議」で採択された「世界行動計画」を受け、１９７５年（昭和５０年）総理府に婦人問題企画推進本部を設置するとともに、１９７７年（昭和５２年）には　今後１０年間の女性行政関連施策の方向を示した「国内行動計画」を策定し、国際的な潮流に呼応した取り組みを推進することとなりました。

　　ことに「男女雇用機会均等法」の制定や「民法」「戸籍法」の改正など男女平等に関する法律や制度面の整備により、１９８５年（昭和６０年）には「女子差別撤廃条約」を批准するに至りました。

　　１９８７年（昭和６２年）、「婦人の地位向上のためのナイロビ将来戦略」を受けて、「西暦２０００年に向けての新国内行動計画」を策定し、１９９１年（平成３年）には固定的な性別役割分担意識の解消と女性のあらゆる分野における参画を図るため、第一次改定が行われました。

　　１９９６年（平成８年）には、北京で開催された「第４回世界女性会議」で採択された「北京宣言」「行動綱領」や、男女共同参画審議会が答申した「男女共同参画ビジョン」を踏まえ、男女共同参画社会の形成の促進に関する新たな計画である「男女共同参画２０００年プラン」を策定しました。

　　さらに、我が国における男女共同参画社会の形成を促進するため、１９９９年（平成１１年）６月「男女共同参画社会基本法」が制定されるとともに、２０００年（平成１２年）１２月には、同法に基づく初めての法定計画である「男女共同参画基本計画」が策定され、一層の充実が図られました。

　　国内の推進体制としては、２００１年（平成１３年）に内閣府に国務大臣や学識経験者で構成される「男女共同参画会議」が設置されるとともに、男女共同参画室が男女共同参画局に改編され強化されました。法律面においても、２００１年（平成１３年）に｢配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律｣（以下｢ＤＶ防止法｣という。）を制定、２００２年（平成１４年）の｢育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律｣の改正や、２００４年（平成１６年）の｢ＤＶ防止法｣の改正等により整備が図られてきました。

２００５年（平成１７年）１２月２７日には、新たに｢男女共同参画基本計画（第２次）｣を閣議決定し、我が国における男女共同参画社会の実現に一層取り組んでいくこととしました。

　　２００７年（平成１９年）国、経済界、地方公共団体の代表などからなる「官民トップ会議」において、「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」、「仕事と生活の調和推進のための行動指針」が策定されました。
　　２００８年（平成２０年）女性の参画拡大を推進するための戦略的な取組みを定める「女性の参画加速プログラム」を決定し、様々な分野において女性の参画促進を進めるための基盤整備や参画が進んでいない分野についての重点的取組みを推進することとしました。
　　２０１０年（平成２２年）「男性、子供にとっての男女共同参画の推進」など重点分野を新設した「第３次男女共同参画基本計画」が策定されました。
【整備された主な法制度】

　１９８９年　学習指導要領の改正（高等学校家庭科の男女共修等）

　１９９１年　育児休業法の成立

　１９９５年　育児休業法の改正（育児・介護休業法）

　１９９７年　男女雇用機会均等法の改正（努力義務から法的義務へ）

　１９９９年　男女共同参画社会基本法の成立

　２００１年　配偶者暴力防止法の成立

　２００３年　次世代育成支援対策推進法の成立

　２００４年　配偶者暴力防止法の改正

　２００６年　男女雇用機会均等法の改正（性別による差別の禁止）
　２００７年　配偶者暴力防止法の改正（電話等を禁止する保護命令の追加等）
　　　　　　　パートタイム労働法の改正

２００８年　次世代育成支援対策推進法の改正（一般事業主行動計画の策定・届出義務付けの対象を拡大）
２００９年　育児・介護休業法の改正（子育て中の短時間勤務制度及び所定外労働（残業）の免除の義務化等）　

福島県では、こうした世界や国の動きにあわせ、１９７８年（昭和５３年）に「青少年婦人課」が設置され、女性行政の総合的な推進体制が確立されました。また１９８３年（昭和５８年）「婦人の地位と福祉の向上のための福島県計画」が策定されました。

　　さらに、１９８８年（昭和６３年）には、国の「西暦２０００年に向けての新国内行動計画」を受け、「婦人の地位と福祉の向上のための福島県計画」の改訂がなされ、１９９１年（平成３年）に、青少年婦人課に婦人行政係が設置されました。

　　１９９４年（平成６年）３月には、「西暦２０００年に向けての新国内行動計画」の第１次改定を受け、「ふくしま新世紀女性プラン」が策定され、男女共同参画社会形成のため県の行政各分野における女性施策推進の基本方向が示されました。

　　同じく１９９４年（平成６年）には、青少年女性課に女性政策室が設置され、女性施策への取り組みの体制が強化されました。

　　２００１年（平成１３年）１月には、県内の男女共同参画社会形成の拠点となる「福島県男女共生センター」が二本松市に開館しました。また、同年２月には、「ふくしま新世紀女性プラン」にかわる男女共同参画社会形成に向けた新しい指針となる「ふくしま男女共同参画プラン」が策定されました。

　　２００２年（平成１４年）に、男女の実質的な平等を実現し、男女一人ひとりが個人として尊重される社会を形成するため、「福島県男女平等を実現し男女が個人として尊重される社会を形成するための男女共同参画の推進に関する条例」（以下「男女共同参画推進条例」という。）を制定されました。

さらに、男女共同参画推進条例の規定に基づき、知事の附属機関として、男女共同参画の推進に関する事項等を調査審議する「福島県男女共同参画審議会」を設置するとともに、県が実施する男女共同参画の推進に関する施策等への県民及び事業者の意見申出を適切に処理するため、男女共同参画推進員を配置しました。

　　２００３年（平成１５年）には、県においてＦ・Ｆ（フラット・フレシキブル）型行政組織を全庁に導入し、男女共同参画社会の形成を担当する部署として、人権男女共生グループを設置しました。

　　２００５年（平成１７年）には、男女共同参画に関する施策の総合的かつ体系的な推進を図るため、知事を本部長とする「福島県男女共同参画推進本部」を設置し、各種施策を展開しています。
　　２００８年（平成２０年）男女共同参画の形成を担当する部署として、人権男女共生課を設置しました。
　　２００９年（平成２１年）２００５年改訂した「ふくしま男女共同参画プラン」について社会経済に対応するため、平成２２年の終期を待たずに１年前倒しで改訂しました。
２０１２年（平成２４年）平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災及びその後の東京電力第１原子力発電所事故の教訓を踏まえ、「ふくしま男女共同参画プラン」に復興・防災を追加する改定を行いました。
また、人権男女共生課と青少年育成室を統合し、青少年・男女共生課を設置しました。

（３）棚倉町の動き
本町においては、昭和５２年１月に全国でも２番目の女性の町長が誕生し、早い段階から政治への参画が行われてきました。しかし、以前から婦人会やＪＡ、商工会等の女性部の積極的な活動に取り組むものの、いまだに男性・女性という性別で役割が決まってしまうことが多いのが現状です。こうしたことから、平成１９年度にたなぐらまち男女共同参画基本計画を策定し、広報誌による情報提供や町の各委員会や付属機関における委員の選定などに配慮してきた結果、平成２６年４月１日現在、全体の２１．９％の登用率となっています。
今後も、なお一層お互いが協力し合う社会を確立するため、住民と行政が一体となった運動を進めていくことが必要となっています。
そのため、平成２６年度に策定した「第６次棚倉町振興計画」においては、今後のまちづくりを「自立と協働」の視点で進めつつ「住民が主役のまち」「安心で優しいまち」「誇りと愛着のもてるまち」の３つを基本理念とし、町の将来像を「人を・心を・時をつなぐ　たなぐらまち　～ほっとするわたしのふるさと～」とし、住民と行政が互いに尊重し自立と協働により、ずっと住み続けたい町を目指すこととしています。
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